
令和元年度 水道事業の統合と施設の再構築に関する調査（広域連携の推進に関する調査） 概要版

Ⅰ．調査の目的

Ⅱ．調査概要

我が国における水道を取り巻く環境は、人口減少とそれに伴う水需要の減少、水道事業に携わる

職員数の減少など、非常に厳しくなることが見込まれている中で、これらの課題を解決するために、

広域連携を推進することは有効な対策の一つである。

本調査は、広域連携による効果を検討するとともに、広域連携を実現した事例を整理することに

より、水道事業の広域連携に向けた取組みを更に加速させることを目的とする。

１．広域連携による効果に関する補足調査

(１） 広域連携による効果の事例調査

① 広域連携を実現した事業体（事業統合・経営の一体化：３事業体）に対して、広域連携の効果

に関する資料収集等を実施し、それらの内容を定性的、または、定量的なものに区分したうえ

で整理・取りまとめた。また、厚生労働省において、対象事業体へのアンケート調査を実施し、

必要に応じて聞き取り調査を実施した。なお、事業統合・経営の一体化で３事例を調査した。

② 広域連携の効果の整理に当たっては、平成30年度調査成果と同様に事業体毎に計測年数、算出

方法、算出の際の対象費目等を整理した。また、本調査成果に平成30年度調査成果を加え、広

域連携による効果の事例を再整理した。

③ 広域連携による効果の事例調査に当たっては、計画時点の最終検討結果を基本に取りまとめた

が、実績の把握が可能な場合については、実績についても併せて取りまとめを行った。

（２）広域連携による効果の検討

平成30年度調査成果に今回の成果を加え、広域連携（事業統合・経営の一体化）による効果の

程度を再整理する。

２．広域連携事例集の作成

広域連携実現済みの事例について、過年度調査の結果等により事業の概要、沿革、検討経緯、

施設統廃合及び再構築の概要及び広域連携の効果などを整理し、事例集を作成した。

・事業統合・経営の一体化 ：28事例

・施設の共同化 ：25事例

・管理の一体化 ：31事例

Ⅲ．広域連携による効果に関する補足調査

※大阪広域水道企業団（H31）･･･２市４町１企業団（泉南市、阪南市、豊能町、忠岡町、田尻町、岬町、大阪広域水
道企業団）による経営の一体化

大阪広域水道企業団（H30）･･･１市１町１村１企業団（四條畷市、太子町、千早赤阪村、大阪広域水道企業団）に
よる経営の一体化

１．事業統合・経営の一体化

事業統合・経営の一体化を実現した次の11事業体について調査した結果を以下に示す。

※赤枠内は令和元年度に調査を行った３事業体

都道府県 調査事業体 統合形態 統合年月 統合前の事業体

栃木県 芳賀中部上水道企業団 事業統合 平成15年４月 ３町１企業団

芳賀中部上水道企業団、益子町、
芳賀町、市貝町

北海道 中空知広域水道企業団 事業統合 平成18年４月 ３市１町１企業団

中空知広域水道企業団、滝川市、砂川
市、歌志内市、奈井江町

福岡県 宗像地区事務組合 事業統合 平成22年４月 ２市１企業団

宗像地区水道企業団、宗像市、
福津市

岩手県 岩手中部水道企業団 事業統合 平成26年４月 ２市１町１企業団

北上市、花巻市、紫波町、
岩手中部水道企業団

群馬県 群馬東部水道企業団 事業統合 平成28年４月 ３市５町

太田市、館林市、みどり市、板倉町、
明和町、千代田町、大泉町、邑楽町

埼玉県 秩父広域市町村圏組合 事業統合 平成28年４月 １市２町１組合

秩父市、横瀬町、小鹿野町、
皆野・長瀞上下水道組合

大阪府 大阪広域水道企業団
（H30）

経営の一体化 平成29年４月 １市１町１村１企業団

大阪広域水道企業団、四條畷市、
太子町、千早赤阪村

香川県 香川県広域水道企業団 事業統合 平成30年４月 １県８市８町１組合

香川県、高松市、丸亀市、坂出市、善
通寺市、観音寺市、さぬき市、東かが
わ市、三豊市、土庄町、小豆島町、三
木町、宇多津町、綾川町、琴平町、多
度津町、まんのう町、小豆地区広域行
政事務組合

大阪府 大阪広域水道企業団
（H31）

経営の一体化 平成31年４月 ２市４町１企業団

泉南市、阪南市、豊能町、忠岡町、
田尻町、岬町、大阪広域水道企業団
※ 能勢町は令和6年4月から

福岡県 田川広域水道企業団 経営の一体化 平成31年４月 １市３町１企業団

田川市、川崎町、糸田町、福智町、
田川地区水道企業団

千葉県 かずさ水道広域連合企業団 経営の一体化 平成31年４月 ４市１企業団

木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市、
君津広域水道企業団
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（１）指標による定量的効果

指標による定量的効果の調査結果は、次のとおりであるが、平成30年度からの変更はなかった。

また、その内容を踏まえ区分ごとに整理したものを下表に示す。

（参考）

調査対象事業体
計画 実績

指標 効果 指標 効果

岩手中部水道企業団
安定水源の割合 22.1%増 有収率 0.9～7.9%増

施設利用率 19.1%増 施設利用率 12.2％増

最大稼働率 6.7%減 最大稼働率 21.3％減

破損時影響人数 47.144人減 経営収支比率 4.6～21%増

－ － 留保資金残高 約4,839百万円増

－ － 企業債残高 約3.222百万円減

－ － 浄水施設の耐震化率 46.7%増

芳賀中部上水道企業団
施設利用率 4.8%増 施設利用率 4.8%増

群馬東部水道企業団
－ － － －

秩父広域市町村圏組合

施設の削減数
取水15箇所減
浄水15箇所減

－ －

職員削減数 17人減 － －

大阪広域水道企業団（H30）

－ － － －

香川県広域水道企業団
－ － － －

中空知広域水道企業団
－ － 建設改良費の執行額 約1,600百万円増

宗像地区事務組合
－ － － －

大阪広域水道企業団（H31）

－ － － －

田川広域水道企業団
－ － － －

かずさ水道広域連合企業団

－ － － －

調査対象事業体

計画 実績

内容 費目
効果

(削減率)
内容 費目

効果
(削減率)

岩手中部水道企業団
事業統合による
費用の削減

建設・維
持・人件・
その他

2.1%
・料金徴収業務の
包括的民間委託

人件 9.1％

－ － －
財務会計システム
の統合

維持 48.6％

芳賀中部上水道企業団
事業統合による
費用の削減

維持・人
件・その他

14.0%
事業統合による費
用の削減

維持・人
件・その他

37.8%

群馬東部水道企業団 建設事業費の削
減

建設 18.5％ － － －

人件費及び維持
管理費の削減

人件・維
持・その他

11.5％ － － －

秩父広域市町村圏組合
事業統合による
更新費用削減

建設 11.5％ － － －

職員体制の適正
化

人件 28.1％ － － －

大阪広域水道企業団
(H30)

経営の一体化に
よる費用削減

建設、その
他

11.3％ － － －

香川県広域水道企業団 事業統合による
費用の削減

建設・維
持・人件

5.5％ － － －

中空知広域水道企業団 － － － 事務費削減 維持 17.3％

－ － － 水道料金引き下げ その他 7.4％

宗像地区事務組合 事業統合による
人件費削減

人件 30.4％
事業統合による人
件費削減

人件 80.5％

施設運転経費の
削減

維持 41.7％
施設運転経費の削
減

維持 43.5％

大阪広域水道企業団
(H31)

経営の一体化に
よる事業費削減

建設 6.7％ － － －

人件 9.4% － － －

交付金の活用 建設 100.0% － － －

田川広域水道企業団 事業統合による
費用削減

建設 9.4％ － － －

水道料金単価の
抑制

建設・維
持・人件・
その他

14.9% － － －

かずさ水道広域連合
企業団

事業統合による
費用削減

その他 11.1％ － － －

施設の統廃合に
よる施設更新費
用の軽減

建設 3.9％ － － －

料金負担の軽減
効果

その他 11.5％ － － －

※ 上表の費目欄に示す用語は次のとおりとする。
建設：建設改良費、維持：維持管理費、人件：人件費、その他：その他費目

（２）費用削減効果

費用削減効果の調査結果は、次のとおりである。
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２． 管理の一体化

管理の一体化については、平成30年度調査から変更はない。

調査対象事業体
計画 実績

内容 費目
効果

(削減率)
内容 費目

効果
(削減率)

中土佐町、四万十町 － － －
水道料金システム
の共同化による費
用削減

建設・維
持・人件

35.7%

かすみがうら市、
阿見町

料金等徴収業務委
託の共同発注

その他 11.8%※ － － －

長井市、南陽市、
高畠町、川西町、
白鷹町、飯豊町

システムの共同化
によるシステム関
連費用削減

維持 40.2%
システムの共同化
によるシステム関
連費用削減

維持 43.6%

長野県、天龍村

長野県企業局によ
る設計積算による
天龍村の設計積算
費削減

その他 100.0% － － －

３． 施設の共同化

施設の共同化については、平成30年度調査から変更はない。

（参考１）費用削減効果

調査対象事業体

計画 実績

内容 費目
効果

(削減率)
内容 費目

効果
(削減率)

荒尾市、大牟田市
「ありあけ浄水場」（共同
浄水場）の建設・管理

建設 約16%※ － － －

久留米市、大木町
西部配水場（共同配水場）
の建設

建設 17.5% － － －

維持 25.3% － － －

十和田市、小坂町 － － －
十和田市からの送水
による小坂町の
施設費軽減

建設 88.9%

岐阜県、多治見市、
可児市

調整池、配水池（共同）の
建設

建設 11.2%
調整池、配水池（共
同）の建設

建設 11.2%

周南市、光市 林浄水場の共同利用 建設 18.3% － － －

（参考１）費用削減効果

（参考２）指標による定量的効果

調査対象事業体では、指標による定量的効果は挙げられていない。

４. 広域連携の類型に基づく定量的効果の整理

広域連携の類型に基づき、収益的と資本的支出に区分し、削減効果を整理した結果は以下のとおり

である。なお、水平統合型事業統合、管理の一体化、施設の共同化については、平成30年度調査から

変更はない。

区 分 都道府県 事業体等名
削減率(＋：削減,－：増嵩)

摘要
収益的支出 資本的支出

事業統合 北海道 中空知広域水道企業団 17.3% － 実績

経営の一体化 大阪府 大阪広域水道企業団(H30) － 11.3% 計画

事業統合 岩手県 岩手中部水道企業団 2.1% － 計画

事業統合 香川県 香川県広域水道企業団 13.6% 1.4% 計画

事業統合 福岡県 宗像地区事務組合 40.2% － 計画

事業統合 栃木県 芳賀中部上水道企業団 12.7% 17.0% 計画

経営の一体化 大阪府 大阪広域水道企業団(H31) 9.4% 6.7% 計画

経営の一体化 福岡県 田川広域水道企業団 － 9.4% 計画

経営の一体化 千葉県 かずさ水道広域連合企業団 11.1% 3.9% 計画

垂直統合型事業統合 費用削減効果の概要

（参考）水平統合型事業統合 費用削減効果の概要

区 分 都道府県 事業体等名
削減率(＋：削減,－：増嵩)

摘要
収益的支出 資本的支出

事業統合 埼玉県 秩父広域市町村圏組合 28.1% 11.5% 計画

事業統合 群馬県 群馬東部水道企業団 11.5% 9.3% 計画

事業統合 福島県 会津若松市 0.4% － 計画

事業統合 滋賀県 滋賀県企業庁 6.7% － 計画

類 型 都道府県 事業体名
削減率

摘要
収益的支出

事務処理 茨城県 かすみがうら市、阿見町 11.8%※ 計画＝実績

事務処理 山形県
長井市、南陽市、高畠町、川西町、白鷹町、
飯豊町

43.6% 実績

事務処理 福岡県 北九州市、宗像地区事務組合 0.8% 実績

事務処理 宮崎県 小林市、えびの市、高原町 4.7% 計画＝実績

類 型 都道府県 事業体名
削減率

摘要
資本的支出

浄水場 熊本県・福岡県 熊本県荒尾市、福岡県大牟田市 約16%※ 計画

配水池 福岡県 久留米市企業局、大木町 17.5% 計画

配水池 岐阜県 岐阜県(用供)・多治見市・可児市 11.2% 計画

浄水場 山口県 周南市・光市 18.3% 計画

配水池 福岡県 古賀市・新宮町 23.1% 計画

（参考）管理の一体化 費用削減効果の概要

（参考）施設の共同化 費用削減効果の概要

（参考２）指標による定量的効果

調査対象事業体では、指標による定量的効果は挙げられていない。

※事業体等が回答した調査票に一部誤謬があったため、昨年度報告書の内容から修正を行っている。3
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５．広域連携による効果の検討

（１）事業統合・経営の一体化

事業統合・経営の一体化による効果の調査に基づき、効果の程度を検討すると次のとおりである。

区 分 都道府県 事業体等名
削減率(＋：削減,－：増嵩)

収益的支出 資本的支出
事業統合 北海道 中空知広域水道企業団 17.3% －

経営の一体化 大阪府 大阪広域水道企業団(H30) － 11.3%
事業統合 岩手県 岩手中部水道企業団 2.1% －
事業統合 香川県 香川県広域水道企業団 13.6% 1.4%
事業統合 福岡県 宗像地区事務組合 40.2% －
事業統合 栃木県 芳賀中部上水道企業団 12.7% 17.0%
事業統合 埼玉県 秩父広域市町村圏組合 28.1% 11.5%
事業統合 群馬県 群馬東部水道企業団 11.5% -9.3%
事業統合 福島県 会津若松市 0.4% －
事業統合 滋賀県 滋賀県企業庁 6.7% －

経営の一体化 大阪府 大阪広域水道企業団(H31) 9.4% 6.7%
経営の一体化 福岡県 田川広域水道企業団 － 9.4%
経営の一体化 千葉県 かずさ水道広域連合企業団 11.1% 3.9%

平均値 11.4% 3.9%
最大値 40.2% 17.0%
最小値 0.4% -9.3%

事業統合 費用削減効果の検討結果

区 分 都道府県 事業体等名
削減率(＋：削減,－：増嵩)

収益的支出 資本的支出

事業統合 北海道 中空知広域水道企業団 17.3% －

経営の一体化 大阪府 大阪広域水道企業団(H30) － 11.3%

事業統合 岩手県 岩手中部水道企業団 2.1% －

事業統合 香川県 香川県広域水道企業団 13.6% 1.4%

事業統合 福岡県 宗像地区事務組合 40.2% －

事業統合 栃木県 芳賀中部上水道企業団 12.7% 17.0%

経営の一体化 大阪府 大阪広域水道企業団(H31) 9.4% 6.7%

経営の一体化 福岡県 田川広域水道企業団 － 9.4%

経営の一体化 千葉県 かずさ水道広域連合企業団 11.1% 3.9%

平均値 10.4% 3.4%

最大値 40.2% 17.0%

最小値 2.1% 1.4%

区 分 都道府県 事業体等名
削減率(＋：削減,－：増嵩)

収益的支出 資本的支出

事業統合 埼玉県 秩父広域市町村圏組合 28.1% 11.5%

事業統合 群馬県 群馬東部水道企業団 11.5% -9.3%

事業統合 福島県 会津若松市 0.4% －

事業統合 滋賀県 滋賀県企業庁 6.7% －

平均値 18.0% 5.4%

最大値 28.1% 11.5%

最小値 0.4% -9.3%

（２）管理の一体化

管理の一体化については、平成30年度調査結果から変化はない。

（３）施設の共同化

施設の共同化については、平成30年度調査結果から変化はない。

項 目 区 分 収益的支出 資本的支出

施設の共同化
(浄水場･配水池)

平均値 － 17.3%

最大値 － 23.1%

最小値 － 11.2%

垂直統合型事業統合 費用削減効果の検討結果

（参考）水平統合型事業統合 費用削減効果の検討結果

（参考）施設の共同化 費用削減効果の検討結果

（参考）管理の一体化 費用削減効果の検討結果

項 目 区 分 収益的支出 資本的支出

管理の一体化
(事務処理)

平均値 15.2%※ －

最大値 43.6% －

最小値 0.8% －

・複数の水道事業等を一つに統合する事業統合や同一の経営主体が複数の水道事業等を経営する経営

の一体化を行うことにより、施設整備の推進、管理体制の強化、効率的な事業運営など様々な効果

が期待できる。

・平均削減率は、事業体によって費用規模が大きく異なるため、収益的支出（人件費、維持管理費）

と資本的支出（建設改良費）に分けて、広域連携後の費用で重み付けした加重平均値により算定し

た。

・収益的支出の削減に関しては、事業統合及び経営の一体化の平均(加重平均)で11％程度、資本的支

出の削減に関しては、平均で４％程度である。

・類型区分別では、垂直統合における収益的支出の削減に関しては、平均で10％程度、資本的支出の

削減に関しては、平均で３％程度である。また、水平統合における収益的支出の削減に関しては、

平均で18％程度、資本的支出の削減に関しては、平均で５％程度である。

・一方、最小値から最大値までの幅は大きく、調査事例ごとのばらつきも大きい結果となっている。

これは、事業統合や経営の一体化を進めようとする地域の地理的条件や施設配置など地域の実情に

よるところが大きいものと想定され、広域化の規模により画一的にそれらによる効果の程度を把握

することは難しいと考えられる。

・なお、本数値は、調査事例が13事業体（垂直統合：９事業体、水平統合：４事業体）と少ない母数

により算定したものであり、一定の精度が確保されたものではない。このため、上記の平均値につ

いては、参考値としての扱いであることに留意する必要がある。

※事業体等が回答した調査票に一部誤謬があったため、昨年度報告書の内容から修正を行っている。4
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Ⅳ．総合検討

１．調査結果に対する考察

・ 施設統廃合及び再構築に関する施設整備は実施中の事業が大部分ではあるが、現時点においては、

ほぼ計画通りに施設整備が進められている。

・ 今回調査対象外の事例を含め広域連携の効果の内容は、定性的効果のみを算定している事業体等

が多く、この傾向は広域連携の形態が「管理の一体化」および「施設の共同化」において特に顕著。

・ 広域連携を円滑に進めるにあたっては、現状の課題などを十分に把握したうえで、それを解決す

るための方策を関係者に提示し、合意形成を図る必要があるが、その際に広域連携の効果を可視化

することが関係者の理解をより深めることに繋がるため、可能な限り定量的に効果を算定すること

が重要。

・ 広域連携の実績評価については、大部分が計画通り又は未実施としている。これは、広域連携の

実現直後で施設整備中、もしくは、広域連携を実現した時期が古く、近年と違いＰＤＣＡサイクル

のような評価、検証を行うことが一般的に求められていなかったことなどが理由に考えられる。

・ 定量的な評価を実施している事例においては、費用削減効果以外の評価を実施している事業体は

少なく、フォローアップのために計画段階において指標を設定し、評価することが重要。

・ 岩手中部水道企業団のように、実績評価を行い、的確に計画に対するフォローアップを実施して

いる事例もあり、優良事例である。

・ 指標による評価については、事業体毎に採用している指標に統一性がなく、設定している指標の

数も少ないことから、全国的な広域連携の効果の傾向を把握しようとした場合、相対的な評価がし

にくい状態。

２．本調査結果を踏まえた課題及びその対応策の提案

・ 本調査の結果、各事業体の実情を把握することができたが、各事業体の取り組みが全国各地の取

り組みを横断的に見てどの位置にあるかを正確に把握することが困難で今後の課題。

・ 広域連携の効果を考えるには、規模や特性を考慮した評価が必要であるが、現時点では事例数も

少ないことから、そのような評価を実施することは困難。

・ このため、事例数の増加に併せて規模や特性を考慮した評価が実施できるように、現時点から、

ある程度統一的な評価基準を定めておく必要があると考える。

・ 広域連携は、その規模、形態が様々であるとともに、事業ごとに目指すべき広域連携の姿は異な

ることから、共通的な評価指標及び評価手法を示すことは難しい。

・ 一方で、評価指標及び評価手法を示すことは、広域連携の効果について全国的な傾向の把握が可

能となり、その効用が大きいと理解されれば、今後広域連携を加速化させるために有意義なもので

あると考えられる。

・ 評価の実施に際して、キーワードや指標の設定について一定の基準を設けることだけでも、上記

の課題について大きな改善が見込めるものと考える。

【具体的な対応策の提案】

① 定性的な評価においては、あらかじめキーワードによる分類整理を示し、各事業体等で

評価を実施する際に、その中から評価項目を設定し、その適用について推奨する。

② 定量的な評価を実施する際の共通ルール（ （公社）日本水道協会が制定した規格である

「水道事業ガイドライン」に基づく業務指標（PI）の活用 ）を設定し、その適用につい

て推奨する。

・ 定性的な評価においては、「キーワード化」、定量的な評価においては、「共通ルール」の設定

を推奨することにより、全国の事業体等における広域連携の効果を横断的に把握することが可能に

なるとともに、比較検討が容易となり、これらを各事業体等にフィードバックすることにより、概

略的に広域連携の効果がどの程度であるのかなどを把握することが可能になると思われる。

３．厚生労働省策定の手引き・事例集に追記すべき内容について

本調査結果を踏まえ、広域連携の検討を行うにあたり、参考となるように厚生労働省が策定し「水

道広域化検討の手引き―水道ビジョンの推進のために―（平成20年8月）」に追記すべき内容等を提

案する。

（１）定量的評価を行うための評価指標の適用についてルールを明記

・ 前記の通り、定量的な評価を行う際には、業務指標（PI）に基づくことを追記することにより評

価値が統一され、各事業体等は自らの広域連携の計画や達成度を類似地域と比較することが可能。

・ ただし、掲載されている業務指標は、膨大であり、これらすべてのPIによる評価を行うことは現

実的ではないことから、必須・推奨PIの絞り込みを行ったうえで、追記する必要がある。

（２）シミュレーション手法の追記

・ 最終的に広域連携の効果を把握するにあたっては、単独経営と統合後における財政シミュレー

ションを実施することが有効であり、本調査結果からも、必要経費の積算値を用いたシミュレー

ション、アセットマネジメント簡易支援ツールを用いたシミュレーション評価などを行っている事

業体があることがわかった。

・ このようなシミュレーションを用いた手法の導入を推進するために、そのツールや手法の具体例

を追記する必要がある。

5
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Ⅴ.広域連携事例集の作成

広域連携実現済み（平成31年４月時点）の事例について、過年度に実施した水道事業体等へのアン

ケート調査結果等に基づき整理し、事例集を作成した。

１．掲載した広域連携の類型及び事例数

・事業統合・経営の一体化：28 事例

・施設の共同化 ：25 事例

・管理の一体化 ：31 事例

２．事例集の記載内容

本事例集の記載内容については、原則として次のとおりである。

・基本情報（都道府県名、事業体名、広域連携の形態、実現年月、実現までに要した期間など）

・広域連携の概要

・施設の統廃合及び再構築計画の概要（一部の事業統合・経営の一体化のみ記載）

・広域連携による効果

・その他特筆すべき事項（必要に応じて記載）

また、参考資料として、事例に関する論文等を収集し、掲載した。

以降に掲載した事例の一部を示す。

（一部抜粋）

6
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